
号

外

二�
平

成
十
九
年
十
一
月
三
十
日

目

次

規

則

○
岐
阜
県
都
市
計
画
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

(

建
築
指
導
課)

一
ペ
ー
ジ

規

則

岐
阜
県
都
市
計
画
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

平
成
十
九
年
十
一
月
三
十
日

岐
阜
県
知
事

古

田

肇

岐
阜
県
規
則
第
九
十
五
号

岐
阜
県
都
市
計
画
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

岐
阜
県
都
市
計
画
法
施
行
細
則(

昭
和
四
十
六
年
岐
阜
県
規
則
第
二
十
六
号)

の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。

第
二
条
第
一
項
中｢

定
め
る｣

を｢

規
定
す
る｣

に
改
め
、
同
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

(

開
発
行
為
の
協
議
等)

第
二
条
の
二

法
第
三
十
四
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
協
議
を
行
お
う
と
す
る
国
の
機
関
又
は
都

道
府
県
等
は
、
開
発
行
為
協
議
申
請
書(

別
記
第
六
号
様
式)

に
法
第
三
十
条
第
二
項
に
規
定
す
る

図
書
の
ほ
か
、
前
条
第
一
項
各
号(

第
二
号
を
除
く
。)

に
掲
げ
る
図
書
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

２

前
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
規
定
は
、
前
項
の
協
議
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

３

知
事
は
、
第
一
項
の
協
議
の
結
果
に
つ
い
て
、
文
書
を
も
つ
て
当
該
国
の
機
関
又
は
都
道
府
県
等

に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

第
三
条
の
見
出
し
中

｢

申
請｣

を

｢

申
請
等｣

に
改
め
、
同
条
中

｢

別
記
第
五
号
様
式
の
二｣

を

｢

別
記
第
七
号
様
式｣

に
、｢

添
え
て
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い｣

を｢

添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い｣

に
改
め
、
同
条
に
次
の
二
項
を
加
え
る
。

２

法
第
三
十
五
条
の
二
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
三
十
四
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
協

議
を
行
お
う
と
す
る
国
の
機
関
又
は
都
道
府
県
等
は
、
開
発
行
為
変
更
協
議
申
請
書(

別
記
第
八
号

( ) 平成19年11月30日 岐 阜 県 公 報 号 外 �１
�

�
岐

阜

県

公

報

号

外

毎
週

(

火
曜
日

金
曜
日)

発
行

(

休
日
に
当
た
る

と
き
は
翌
日)

平
成
十
九
年
十
一
月
三
十
日



様
式)

に
省
令
第
二
十
八
条
の
三
に
規
定
す
る
図
書
の
ほ
か
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
図
書
を
添
え
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

第
二
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
三
号
に
規
定
す
る
図
書
の
う
ち
、
当
該
変
更
に
係
る
も
の

二

そ
の
他
知
事
が
必
要
と
認
め
る
図
書

３

知
事
は
、
前
項
の
協
議
の
結
果
に
つ
い
て
、
文
書
を
も
つ
て
当
該
国
の
機
関
又
は
都
道
府
県
等
に

通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

第
三
条
の
二
中｢

別
記
第
五
号
様
式
の
三｣

を｢

別
記
第
九
号
様
式｣

に
、｢

添
え
て
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い｣

を｢

添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い｣

に
改
め
る
。

第
四
条
中｢

第
三
十
四
条
第
九
号｣
を｢

第
三
十
四
条
第
十
三
号｣

に
、｢

別
記
第
六
号
様
式｣

を

｢

別
記
第
十
号
様
式｣

に
改
め
る
。

第
六
条
中｢

別
記
第
七
号
様
式｣

を｢
別
記
第
十
一
号
様
式｣

に
改
め
る
。

第
八
条
中｢

別
記
第
八
号
様
式｣

を｢

別
記
第
十
二
号
様
式｣

に
改
め
る
。

第
九
条
の
見
出
し
中｢

許
可
申
請｣

を｢

許
可
申
請
等｣

に
改
め
、
同
条
中｢

第
四
十
二
条
第
一
項

た
だ
し
書
き｣

を｢

第
四
十
二
条
第
一
項
た
だ
し
書｣
に
、｢
別
記
第
九
号
様
式｣

を｢

別
記
第
十
三

号
様
式｣

に
改
め
、
同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

２

法
第
四
十
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
協
議
を
行
お
う
と
す
る
国
の
機
関
は
、
協
議
申
請
書(

別

記
第
十
四
号
様
式)

に
第
六
条
各
号
に
掲
げ
る
図
書
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
十
条
の
見
出
し
中｢

許
可
申
請
書
の
添
付
図
書｣

を｢

許
可
申
請
書
等
の
添
附
図
書｣

に
改
め
、

同
条
中｢

定
め
る
添
附
図
書｣

を｢

規
定
す
る
図
書｣

に
改
め
、
同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

２

法
第
四
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
協
議
を
行
お
う
と
す
る
国
の
機
関
又
は
都
道
府
県
等
は
、

協
議
申
請
書(

別
記
第
十
五
号
様
式)

に
省
令
第
三
十
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
図
書
の
ほ
か
、
前

項
各
号
に
掲
げ
る
図
書
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
十
条
の
二
中｢

第
三
条｣

を｢

第
二
条｣

に
、｢

別
記
第
九
号
様
式
の
二｣

を｢

別
記
第
十
六
号

様
式｣

に
改
め
る
。

第
十
一
条
中｢

第
四
条｣

を｢

第
三
条｣

に
、｢

別
記
第
十
号
様
式｣

を｢

別
記
第
十
七
号
様
式｣

に
改
め
る
。

第
十
二
条
中｢

承
認
申
請
書(

別
記
第
十
一
号
様
式)｣

を｢

、
承
認
申
請
書(

別
記
第
十
八
号
様

式)｣

に
改
め
る
。

第
十
三
条
第
一
項
中｢

別
記
第
十
二
号
様
式｣

を｢

、
別
記
第
十
九
号
様
式｣

に
改
め
、
同
条
第
二

項
中｢

申
請
書(

別
記
第
十
三
号
様
式)｣

を｢

、
申
請
書(

別
記
第
二
十
号
様
式)｣

に
改
め
る
。

第
十
六
条
中｢

別
記
第
十
五
号
様
式｣

を｢

別
記
第
二
十
一
号
様
式｣

に
改
め
る
。

第
十
六
条
の
二
中｢

別
記
第
十
六
号
様
式｣

を｢

別
記
第
二
十
二
号
様
式｣

に
改
め
る
。

別
記
第
一
号
様
式
中｢岐

阜
県
知
事
｣

を｢
建
築
事
務
所
長
｣

に
改
め
る
。

別
記
第
二
号
様
式
中

｢岐
阜
県
知
事
｣

を

｢
建
築
事
務
所
長
｣

に
、｢

(名
称
及
び
代
表
者

名
)
｣

を｢
(名
称
及
び
代
表
者
名
)

(電
話

)
｣

に
、｢添

付
｣

を

｢添
附
｣

に
改
め
る
。

別
記
第
三
号
様
式
及
び
別
記
第
四
号
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

号 外 � 岐 阜 県 公 報 平成19年11月30日 ( )２



第３号様式 (第２条関係)

(表)

設 計 説 明 書

工 事 名 施行地面積 ㎡

設

計

の

方

針

１ 事業の目的

２ 土質の状況とその整理の方針

３ 設計上特に留意した事項

土
地
の
現
況

区 分 宅 地 農 地 山 林 そ の 他 小 計 公 共 用 地 計

面 積 ㎡

割 合 ％

利
用
計
画

土

地

の

区 分 宅 地 公 共 施 設 用 地 そ の 他 用 地 計

面 積 ㎡

割 合 ％

( ) 平成19年11月30日 岐 阜 県 公 報 号 外 �３



(裏)

公

共

施

設

の

整

理

計

画

区 分 幅 員 延 長 面 積 割 合 管 理 者 と
なるべき者 土地の帰属 備 考

道

路

施

設

(新旧対照図番号)

区 分 規 模 割 合 管 理 者 と
なるべき者 土地の帰属 備 考

公園緑地施設 ヶ所
㎡

給 水 施 設 m
㎡

排 水 施 設 m
㎡

汚水処理施設 ㎡

その他の施設

号 外 � 岐 阜 県 公 報 平成19年11月30日 ( )４



���第４号様式 (第２条関係)

開発行為施行に関する同意状況調査書

建築事務所長 様

年 月 日付けで､ 申請した都市計画法
第29条第 項の許可申請

第34条の２第１項の協議申請
にあたり､ 当該開

発区域内の土地について､ 次のとおりそれぞれ同意を得ております｡

年 月 日

申請者住所氏名

(名称及び代表者名) �
(電話 )

権 利 の 内 容
総 数 同 意 を 得 た 数 同意を得られない数

人 員 面 積 人 員 面 積 人 員 面 積

土

地

所 有 権

永 小 作 権

地 上 権

賃 借 権

質 権

抵 当 権

先 取 特 権

そ の 他
( )

小 計

工

作

物

所 有 権

賃 借 権

質 権

抵 当 権

先 取 特 権

そ の 他
( )

この調査書には､ 当該土地の全部について記入のこと｡ 同意を得た者については､ 契約書又は同意書の写

しを添附すること｡ また､ 公共用地の予定地については､ 特に公共用地として使用に同意する旨を明らかに

すること｡

( ) 平成19年11月30日 岐 阜 県 公 報 号 外 �５ ���



別
記
第
五
号
様
式
中

｢岐
阜
県
知
事
｣

を

｢
建
築
事
務
所
長
｣

に
、

｢申
請
者

住
所

名
称
代
表
者
名
｣

を

｢申
請
者
住
所
氏
名

(名
称
及
び
代
表
者
名
)

(電
話

)
｣

に
改
め
る
。

別
記
第
五
号
様
式
の
二
及
び
別
記
第
五
号
様
式
の
三
を
削
る
。

別
記
第
六
号
様
式
か
ら
別
記
第
九
号
様
式
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

号 外 � 岐 阜 県 公 報 平成19年11月30日 ( )６



第６号様式 (第２条の２関係)

開発行為協議申請書

建築事務所長 様

都市計画法第34条の２第１項の規定により､ 開発行為の協議を申請します｡

年 月 日

申請者住所氏名

(名称及び代表者名) �
(電話 )

開

発

行

為

の

概

要

１開発区域に含まれる地域の
名称

(仮換地 )

２開発区域の面積
公 簿
実 測

平方メートル

３予定建築物等の用途

４工事施行者住所氏名

５工事着手予定年月日 年 月 日

６工事完了予定年月日 年 月 日

７
自己の居住の用に供するも
の､ 自己の業務の用に供す
るもの､ その他のものの別

自己の居住の用､ 自己の業務の用､ その他

８
法第34条の該当号及び該当
する理由

９用途地域等の区分

10その他必要な事項

※
受

付

市 町 村 県

連絡先
(電話 )

( ) 平成19年11月30日 岐 阜 県 公 報 号 外 �７



第７号様式 (第３条関係)

開発行為変更許可申請書

建築事務所長 様

都市計画法第35条の２第１項の規定により､ 開発行為の変更の許可を申請します｡

年 月 日

申請者住所氏名

(名称及び代表者名) �
(電話 )

開

発

行

為

の

変

更

の

概

要

１
開 発 区 域 に 含 ま れ る
地 域 の 名 称

前 (仮換地)

後 (仮換地)

２開 発 区 域 の 面 積
前 公簿 平方メートル 実測 平方メートル

後 公簿 平方メートル 実測 平方メートル

３予 定 建 築 物 等 の 用 途
前

後

４工 事 施 行 者 住 所 氏 名
前 (電話 )

後 (電話 )

５
法第 34条の該当号及び
該 当 す る 理 由

前

後

６そ の 他 必 要 な 事 項

開 発 許 可 番 号 及 び
許 可 年 月 日
( 変 更 )

年 月 日 岐阜県指令 第 号
( )

変 更 の 理 由

※
受

付

市 町 村 県

連絡先
(電話 )

号 外 � 岐 阜 県 公 報 平成19年11月30日 ( )８



第８号様式 (第３条関係)

開発行為変更協議申請書

建築事務所長 様

都市計画法第35条の２第４項において準用する同法第34条の２第１項の規定により､ 開発行為の変更の

協議を申請します｡

年 月 日

申請者住所氏名

(名称及び代表者名) �
(電話 )

開

発

行

為

の

変

更

の

概

要

１
開 発 区 域 に 含 ま れ る
地 域 の 名 称

前 (仮換地)

後 (仮換地)

２開 発 区 域 の 面 積
前 公簿 平方メートル 実測 平方メートル

後 公簿 平方メートル 実測 平方メートル

３予 定 建 築 物 等 の 用 途
前

後

４工 事 施 行 者 住 所 氏 名
前 (電話 )

後 (電話 )

５
法第 34条の該当号及び
該 当 す る 理 由

前

後

６そ の 他 必 要 な 事 項

開 発 協 議 成 立 の
年 月 日 及 び 番 号
( 変 更 協 議 )

年 月 日 岐阜県指令 建築第 号の
( )

変 更 の 理 由

※
受

付

市 町 村 県

連絡先
(電話 )

( ) 平成19年11月30日 岐 阜 県 公 報 号 外 �９



第９号様式 (第３条の２関係)

開発行為変更届出書

建築事務所長 様

都市計画法第35条の２第３項の規定に基づき､ 開発行為の変更について､ 次のとおり届け出ます｡

年 月 日

届出者住所氏名

(名称及び代表者名) �
(電話 )

開
発
行
為
の
概
要

１
開 発 区 域 に 含 ま れ る
地 域 の 名 称 (仮換地)

２開 発 区 域 の 面 積
公 簿
実 測

平方メートル

３予 定 建 築 物 等 の 用 途

４そ の 他 必 要 な 事 項

変 更 に 係 る 事 項

変 更 の 理 由

開 発 許 可 の
年 月 日 及 び 番 号
(変 更)

年 月 日 岐阜県指令 第 号の

( )

※
受

付

市 町 村 県

連絡先
(電話 )

号 外 � 岐 阜 県 公 報 平成19年11月30日 ( )10



別
記
第
十
号
様
式
か
ら
別
記
第
十
四
号
様
式
ま
で
を
削
る
。

別
記
第
十
六
号
様
式
を
削
り
、
別
記
第
十
五
号
様
式
を
別
記
第
二
十
一
号
様
式
と
し
、
同
様
式
の
次

に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。

( ) 平成19年11月30日 岐 阜 県 公 報 号 外 �11



第22号様式 (第16条の２関係)

適合証明書交付申請書

建築事務所長 様

確認済証の交付を受けたいので､ 都市計画法施行規則第60条の規定により下記の計画が都市計画法

第 条第 項第 号の規定に適合していることの証明書 ( 通) を交付願います｡

年 月 日

申請者住所氏名

法人にあつてはその

名称及び代表者名 �
(電話 )

土地の所在､ 地番等

所在､ 地番

地 目 面 積
(公簿) ㎡
(実測) ㎡

区 域 ､ 区 分 等
都市計画区域
等 の 区 分

□市街化区域
□市街化調整区域
□区域区分の定めのな
い都市計画区域
□都市計画区域及び準
都市計画区域外

用途地域等
の 区 分

予定建築物又は特定
工 作 物 の 概 要

用 途

建 築 面 積
(計画) ㎡
(既設) ㎡

延 べ 面 積
(計画) ㎡
(既設) ㎡

工 事 種 別
□新築 (新設) □増築 (増設) □改築
□移転 □用途の変更 □仮設

構造・階数・
棟数

(計画) (既設)

工 事 予 定 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

当 該 許 可 等 の
番 号 及 び 年 月 日

第 号 年 月 日

そ の 他 参 考 事 項

※ 受 付 印 ※ 備 考

注 ※印欄は記入しないでください｡ 連絡先
電 話 ( )

号 外 � 岐 阜 県 公 報 平成19年11月30日 ( )12
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第17号様式 (第11条関係)

許可に基づく地位承継届出書

建築事務所長 様

岐阜県都市計画法施行条例第３条の規定により､ 次のとおり承継しましたから届け出ます｡

年 月 日

届出者住所氏名

(名称及び代表者名) �
(電話 )

許 可 番 号 年 月 日
岐阜県指令 第 号

年 月 日

被開発許可者の住所氏名
(名称及び代表者名)

承 継 し た 日 年 月 日

承 継 の 理 由

※
受

付

市 町 村 県 開発登録簿登載

年 月 日

登 載

注 ※印欄は記入しないでください｡ 連絡先
電 話 ( )

別
記
第
九
号
様
式
の
二
を
別
記
第
十
六
号
様
式
と
し
、
同
様
式
の
次
に
次
の
四
様
式
を
加
え
る
。

( ) 平成19年11月30日 岐 阜 県 公 報 号 外 �13



第18号様式 (第12条関係)

地位承継承認申請書

建築事務所長 様

開発行為に関する工事の施行に関する権原を取得しましたので､ 都市計画法第45条の規定により地位承

継承認申請をします｡

年 月 日

申請者住所氏名

(名称及び代表者名) �
(電話 )

許可番号及び年月日
岐阜県指令 第 号

年 月 日

被開発許可者の住所氏名
(名称及び代表者名)

承継する権原の内容

承 継 年 月 日 年 月 日

そ の 他 参 考 事 項

※
受

付

市 町 村 県 開発登録簿登載

年 月 日

登 載

注 ※印欄は記入しないでください｡ 連絡先
電 話 ( )

号 外 � 岐 阜 県 公 報 平成19年11月30日 ( )14



第19号様式 (第13条関係)

(表)

※
開発許可番号
及び年月日

岐阜県指令 第 号の

年 月 日 ※
許可に
基づく
地位の
承 継

承 継
年 月 日

年 月 日
岐阜県指令

第 号の

開発許可を
受けた者の
住 所 氏 名
名称及び
代表者名 (電話 )

承 継 人 の
住 所 氏 名
名称及び
代表者名

工事施行者の住所氏名
(名称及び代表者名) (電話 )

予 定 建 築 物 等 の 用 途

予 定 公 共 施 設 の 種 類
道路､ 公園､ 下水道､ 緑地､ 広場､ 河川､ 水路､ 消防の用に供する貯水施設､
その他 (該当するものを○で囲む｡)

開発区域に含まれる地域の
名 称 及 び 面 積 ㎡

開 発 区 域 の

区 域 ､ 区 分 等

都市計画区
域等の区分

□市街化区域
□市街化調整区域
□区域区分の定めのな
い都市計画区域
□都市計画区域及び準
都市計画区域外

用途地域等
の 区 分

※
都市計画法第41条第１項の
建築制限の内容
都市計画法第79条
の許可等の条件

※
都市計画法第41条第２項
許 可 年 月 日 及 び 番 号

年 月 日
岐阜県指令

第 号
内容

※
都市計画法第42条第１項
許 可 年 月 日 及 び 番 号

年 月 日
岐阜県指令

第 号
内容

※
工事完了
検 査

工事完了年月日 年 月 日
工 事 完 了
検査年月日

年 月 日

検査済証交付
年月日及び番号

年 月 日
第 号

公告年月日
及 び 番 号

年 月 日
(岐阜県公報第 号)

そ の 他

変 更

注 ※印欄は記入しないでください｡ 連絡先
電 話 ( )

( ) 平成19年11月30日 岐 阜 県 公 報 号 外 �15
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(裏)

土地利用計画図
(開発区域の境界､ 公共施設の位置及び形状､ 予定建築物の敷地の形状)

号 外 � 岐 阜 県 公 報 平成19年11月30日 ( )16



第20号様式 (第13条関係)

開発登録簿写し交付申請書

建築事務所長 様

開発登録簿の写しの交付を申請します｡

年 月 日

申請者住所氏名

(名称及び代表者名) �
(電話 )

開 発 区 域 の 所 在 地

写しを必要とする理由

そ の 他 参 考 事 項

被開発許可者住所氏名
(名称及び代表者名)

許 可 番 号
許 可 年 月 日

岐阜県指令 第 号
年 月 日

工 事 完 了 年 月 日 年 月 日

年
月 日

決
裁
欄

開発登録簿の写しを交付してよろしいか｡ 受 付

( ) 平成19年11月30日 岐 阜 県 公 報 号 外 �17



第10号様式 (第４条関係)

(表)

都市計画法第34条第13号による届出書

建築事務所長 様

都市計画法第34条第13号の規定により､ 次のとおり届け出ます｡

年 月 日

届出者住所氏名

(名称及び代表者名) �
(電話 )

届 出 者 の 職 業
( 業 務 内 容 )

届
出
を
す
る
土
地

所在地 (地番)

地 目 等
地目 面積 ㎡
農地転用許可年月日番号

権利を有していた目的

権 利 の 種 類 内 容
１ 所有権
２ 所有権以外の権利 ( )

権 利の取得年月日 年 月 日

工事着手予定年月日 年 月 日

備 考

※

受

付

市 町 村 県

注 ※印欄は記入しないでください｡ 連絡先
電 話 ( )

別
記
第
九
号
様
式
の
次
に
次
の
六
様
式
を
加
え
る
。

号 外 � 岐 阜 県 公 報 平成19年11月30日 ( )18



(裏)

附 近 見 取 図

( ) 平成19年11月30日 岐 阜 県 公 報 号 外 �19



第11号様式 (第６条関係)

都市計画法第37条第１号の規定による建築又は建設の承認申請書

建築事務所長 様

都市計画法
第29条第 項の規定による許可を受けて

第34条の２第１項の規定による協議成立により
工事中の次の土地において､ 建築物を建築

又は工作物を建設したいので都市計画法第37条第１号の承認申請をします｡

年 月 日

申請者住所氏名

(名称及び代表者名) �
(電話 )

開 発 許 可 番 号 及 び
許 可 年 月 日

岐阜県指令 第 号

年 月 日

被開発許可 (協議) 者
住所

氏名

建築物又は工作物を開発
工事中に建築又は建設し
なければならない理由

建築物又は工作物の内容

建築又は工作物の施行者
住所
氏名
(名称及び代表者名)

建築又は工作物の施工期間 承認の日から 年 月 日まで

そ の 他 参 考 事 項

上記建築物又は工作物は､ 開発工事施行上支障ありません｡

年 月 日

被開発許可(協議)者住所氏名
(名称及び代表者名) �

号 外 � 岐 阜 県 公 報 平成19年11月30日 ( )20
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第12号様式 (第８条関係)

建築物の建ぺい率等についての特例許可申請書

建築事務所長 様

都市計画法第41条第１項の規定により､ 建築物の建ぺい率等について制限が定められている次の土地に

ついて､ 次の建築物を建築したいので同条第２項ただし書の規定による許可を申請します｡

年 月 日

申請者住所氏名

(名称及び代表者名) �
(電話 )

申 請 地 ( )

所在地
地番

地目
面積 ㎡

建築物の規模､ 用途､
構造

許可を受けようとする
事項

制限解除を必要とする
理由

開 発 許 可 番 号 年 月 日
岐阜県指令 第 号

年 月 日

※

受

付

市 町 村 県

注 ※印欄は記入しないでください｡ 連絡先
電 話 ( )

( ) 平成19年11月30日 岐 阜 県 公 報 号 外 �21



第13号様式 (第９条関係)

建築物の新築､ 改築又は用途変更､ 工作物の新設許可申請書

建築事務所長 様

都市計画法第42条第１項ただし書の規定により建築物の新築 (改築・用途の変更)､ 工作物の新設の許

可を申請します｡

年 月 日

申請者住所氏名

(名称及び代表者名) �
(電話 )

１ 建築物を建築し､ 若しくは工作物
を建設しようとする土地又は用途変
更をしようとする建築物の存する土
地の所在地番､ 地目及び面積

２ 建築しようとする建築物若しくは
建設しようとする工作物の用途又は
用途変更後の建築物の用途

３ 改築又は用途の変更をしようとす
る場合は既存の建築物の用途

４ 建築若しくは建設しようとする土
地又は用途の変更後の建築物が都市
計画法第34条第１号から第10号まで
又は同法施行令第36条第１項第３号
ロからホまでのいずれの建築物又は
工作物に該当するかの記載及びその
理由

５ 開発許可の年月日及び許可番号
(変 更)

年 月 日岐阜県指令 第 号
( )

６ 他の法令の許認可その他必要な
事項

※

受

付

市 町 村 県 許可番号・年月日

注 ※印欄は記入しないでください｡ 連絡先
電 話 ( )

号 外 � 岐 阜 県 公 報 平成19年11月30日 ( )22



第14号様式 (第９条関係)

建築物の新築､ 改築又は用途変更､ 工作物の新設協議申請書

建築事務所長 様

都市計画法第42条第２項の規定により､ 建築物の新築 (改築・用途の変更)､ 工作物の新設の協議を申

請します｡

年 月 日

申請者住所氏名

(名称及び代表者名) �
(電話 )

１ 建築物を建築し､ 若しくは工作物
を建設しようとする土地又は用途変
更をしようとする建築物の存する土
地の所在地番､ 地目及び面積

２ 建築しようとする建築物若しくは
建設しようとする工作物の用途又は
用途変更後の建築物の用途

３ 改築又は用途の変更をしようとす
る場合は既存の建築物の用途

４ 建築若しくは建設しようとする土
地又は用途の変更後の建築物が都市
計画法第34条第１号から第10号まで
又は同法施行令第36条第１項第３号
ロからホまでのいずれの建築物又は
工作物に該当するかの記載及びその
理由

５ 開発協議の年月日及び許可番号
(変 更)

年 月 日岐阜県指令 第 号
( )

６ 他の法令の許認可その他必要な
事項

※

受

付

市 町 村 県 許可番号・年月日

注 ※印欄は記入しないでください｡ 連絡先
電 話 ( )

( ) 平成19年11月30日 岐 阜 県 公 報 号 外 �23



第15号様式 (第10条関係)

建築物の新築､ 改築若しくは用途の変更

又は第一種特定工作物の新設協議申請書

建築事務所長 様

都市計画法第43条第３項の規定により､ 建築物の新築 (改築・用途の変更)､ 第一種特定工作物の

新設の協議を申請します｡

年 月 日

申請者住所氏名

(名称及び代表者名) �
(電話 )

１ 建築物を建築しようとする土地､
用途の変更をしようとする建築物の
存する土地又は第一種特定工作物を
新設しようとする土地の所在､ 地番､
地目及び面積

２ 建築しようとする建築物､ 用途の
変更後の建築物又は新設しようとす
る第一種特定工作物の用途

３ 改築又は用途の変更をしようとす
る場合は既存の建築物の用途

４ 建築しようとする建築物､ 用途の
変更後の建築物又は新設しようとす
る第一種特定工作物が都市計画法第
34条第１号から第10号まで又は同法
施行令第36条第１項第３号ロからホ
までのいずれの建築物又は第一種特
定工作物に該当するかの記載及びそ
の理由

５ そ の 他 必 要 な 事 項

※

受

付

市 町 村 県 許可番号・年月日

注 ※印欄は記入しないでください｡ 連絡先
電 話 ( )

附

則

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

号 外 � 岐 阜 県 公 報 平成19年11月30日 ( )24
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